
進

により公共施設（建物

係

）の劣化状況を把握し

2

、適切な改修期間を設

1

定し、当該施設の長寿

9

命化に資する保全計

成果
　画を策定した。

・保全計画に係る工事の工事監理委託を発注し、適正な工事品質を確保した。

　社会情勢や財政状況を考慮しながら、精度の高い計画に更新していく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 計画推進率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

指標
　市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 70,354 52,038 34,041 27,293 合計 34,041,360 円
旅費 5,160 円

財
　
源

特定財源 0 6,160 0 0 委託料 34,036,200 円

一般財源 70,354 45,878 34,041 27,293

職員人件費　② 23,892 23,848 19,576 19,901

総事業費（①＋②） 94,246 75,886 53,617 47,194

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

４

健全な財政運営

目
　
　

年

　
的

　学校を始めとす

度

る公共施設の多くが、

評

建設

主
た
る
内
容

　構造

価

体耐久性調査、施設評

）

価、優先度の設
後30

刈

～40年経過し、今後

谷

維持修繕費用の増加 定

市

、保全計画の策定等を

事

行う。
や建替え、大規

務

模修繕の時期を迎える

事

施設数
の増加が見込ま

業

れる中、本市が所有し

評

ている
公共施設を適切

価

に維持保全する。

位
置

シ

づ
け

関連計画 刈谷市公

ー

共施設維持保全計画

根

ト

拠法令

対象者 対象者を

（

限定せず 事業期間 平成

様

２３年度 ～

実施方法 ■

式

直営　■委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　

財

業
　
実
　
績

２年度実績

政

３年度実績 ４年度実績

部

５年度計画

・施設評価

一

・優先度の設定 ・施設

般

評価・優先度の設定 ・

会

施設評価・優先度の設

計

定 ・施設評価・優先度

公

の設定
・計画のローリ

共

ング ・計画のローリン

施

グ ・計画のローリング

設

・計画のローリング
・

維

構造体耐久性調査 ・構

持

造体耐久性調査 ・構造

保

体耐久性調査 ・構造体

全

耐久性調査
・施設保守

計

点検業務委託契約 ・施

画

設保守点検業務委託契

推

約 ・施設保守点検業務

進

委託契約 ・施設保守点

事

検業務委託契約
  の

業

一元化   の一元化（

担

契約更新）   の一元

当

化   の一元化
・工事

課

監理 ・計画支援システ

施

ム保守点検 ・工事監理

設

・工事監理
・計画支援

保

システム保守点検 ・Ｐ

全

ＣＢ廃棄物の運搬処分

課

・計画支援システム保

款

守点検 ・計画支援シス

項

テム保守点検
・ＰＣＢ

目

廃棄物の運搬処分 ・公

担

共施設等総合管理計画

当

の ・特定天井改修工法

係

の選定
・公共施設維持

計

保全計画の改 　改訂
　

画

訂 ・工事監理（Ｒ2繰

推

越分含む）
・現地調査



係

2 1 9

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　今後

令

、維持修繕費用の増加

和

が見込まれるため、各

５

年度の
・法的業務

高い

年

費用を平準化していか

度

なければならない。他

（

市町村・民間
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

においても実施されて

４

いる計画・考え方であ

年

り、必要性が
・市民生

度

活上必要である　など

評

ある。

　中長期修繕計

価

画を作成し、修繕・改

）

修を計画的・予防的
・

刈

コストの節減、費用対

谷

効果
高い

に行うことに

市

より、公共施設を長寿

事

命化させ建替に係る巨

務

効率性 ・執行体制の効

事

率性 額な費用や突発的

業

に起こる過大な改修費

評

用を抑えられる。
・手

価

段の最適性　など

　市

シ

が所有する公共施設の

ー

維持保全・長寿命化に

ト

資する短
・市が主体と

（

なって実施する
普通

期

様

・中期的な予算配分に

式

係る事業である。
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

・総合計画との整合性

会

　など

　各年度の維持

計

修繕費を平準化し、健

名

全な財政運営を目指

施

担

策への ・施策への貢献

当

度
高い

す。
・目標達成

部

度
貢献度 ・市民サービ

企

スへの効果　など

今後

画

の方向性 □拡充　■現

財

状維持　□改善・効率

政

化　□縮小　□終期設

部

定　□休止・廃止

　各

一

公共施設の工事履歴や

般

利用状況等を公共施設

会

維持保全計画支援シス

計

テムにて一元管理し、

公

そのデータを基に毎年

共

度計画内容の見直しや

施

更新情報の更新を行う

設

。
　また、目標耐用年

維

数（80年）まで耐え

持

られるか判断するため

保

、建築から40年程度

全

経過した建物に対し、

計

コンクリー
ト中性化試

画

験等の調査を実施し、

推

今後の保全方針を決定

進

する。

事業
担

Ｃ
 

当

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

課

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

施設保全課

款 項 目 担当係 計画推進



9

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,137 68,654 合計 6,136,658 円
使用料及び賃借料

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 6,136,658 円

一般財源 0 0 6,137 68,654

職員人件費　② 0 0 7,153 7,272

総事業費（①＋②） 0 0 13,290 75,926

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

令

本施策 行政経営
施策体

和

系
施策の内容 健全な財

４

政運営

目
　
　
　
的

　持

年

続可能な社会の実現に

度

向けた取組の一環

主
た

評

る
内
容

　公共施設の照

価

明について、10年間

）

のリース
として、公共

刈

施設の照明機器のＬＥ

谷

Ｄ化を促 によるＬＥＤ

市

化を行う。
進すること

事

により、環境負荷及び

務

維持管理経
費の軽減を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

業

画 刈谷市公共施設等総

評

合管理計画、刈谷市公

価

共施設維持保全計画

根

シ

拠法令

対象者 対象者を

ー

限定せず 事業期間 令和

ト

４年度 ～ 令和１６年度

（

実施方法 □直営　■委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

画

２年度実績 ３年度実績

財

４年度実績 ５年度計画

政

　 　 ・公共施設の照明

部

機器のＬＥ ・公共施設

一

の照明機器のＬＥ
　 　

般

　Ｄ化　11施設 　Ｄ

会

化　13施設
　 　
　 　

計

　　　―――――――

公

　　　―――――――

共

　公共施設の照明機器

施

のＬＥＤ化を促進する

設

ことで、環境負荷及び

Ｌ

維持管理経費の軽減に

Ｅ

寄与することができた

Ｄ

。

成果

　今後は、駐車

化

場をはじめ屋外公共施

事

設等の照明機器のＬＥ

業

Ｄ化について検討する

担

必要がある。

課題

指標

当

名称（単位）
実績値 目

課

標値

２年度 ３年度 ４年

施

度 ５年度 ７年度

活動 公

設

共施設維持保全計画対

保

象施設におけるＬＥＤ

全

設置 108 124 26

課

3 322 411
指標 数

款

（棟）
活動 公共施設維

項

持保全計画対象施設に

目

おけるＬＥＤ整備 24

担

.7 28.4 60.2

当

73.7 94.1
指標

係

率（％）
【リースによ

計

るＬＥＤ化を実施して

画

いる周辺自治体】
他市

推

との 岡崎市、豊田市、

進

西尾市、知立市
比較検

係

証

2 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　国が策定した

令

「エネルギー基本計画

和

」では、令和12年度

５

・法的業務
高い

までに

年

高効率照明100％を

度

目標としており、公共

（

施設の照明
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 の

和

ＬＥＤ化を推進する必

４

要性は高い。
・市民生

年

活上必要である　など

度

　ＬＥＤ化を行うこと

評

で、環境負荷及び維持

価

管理経費の軽
・コスト

）

の節減、費用対効果
高

刈

い
減になる。また、リ

谷

ース方式を採用するこ

市

とで導入コスト
効率性

事

・執行体制の効率性 を

務

抑えられるとともに、

事

各年度におけるリース

業

料の平準化
・手段の最

評

適性　など を図ること

価

ができる。

　市が所有

シ

する公共施設の照明器

ー

具の維持管理を市が行

ト

う
・市が主体となって

（

実施する
普通

のは妥当

様

である。
妥当性 　べき

式

事業であるか
・総合計

２

画との整合性　など

　

）

ＬＥＤ化により、快適

会

で利便性の高い環境を

計

整備し、環

施策への ・

名

施策への貢献度
高い

境

担

負荷及び維持管理経費

当

の軽減を図ることで、

部

持続可能な
・目標達成

企

度 社会の実現に寄与す

画

る。
貢献度 ・市民サー

財

ビスへの効果　など

今

政

後の方向性 ■拡充　□

部

現状維持　□改善・効

一

率化　□縮小　□終期

般

設定　□休止・廃止

　

会

引き続き、対象施設の

計

照明機器のＬＥＤ化を

公

進めていく。

共施設Ｌ

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

Ｅ

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

Ｄ

価
　
∨

化事業
担当課 施設保全課

款 項 目 担当係 計画推進係

2 1 9



進

４年度 ５年度 ７年度

活

係

動 基金取崩予定事業数

2

（事業） 6 16 13 1

1

3
指標
活動
指標

　各市

9

の令和３年度末現在
他市との ・岡崎市　公共施設保全整備基金　　4,784,551千円　・豊田市　公共施設安全安心基金　6,000,000千円
比較検証 ・安城市　公共施設保全整備基金　　4,045,418千円　・高浜市　公共施設等整備基金　　　431,000千円

・みよし市　公共施設維持管理基金　3,882,483千円　・碧南市　公共施設維持基金　　　　996,912千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 182,093 507,598 508,205 9,449 合計 508,204,913 円
積立金 508,204,913 円

財
　
源

特定財源 10,093 7,598 8,205 9,449

一般財源 172,000 500,000 500,000 0

職員人件費　② 1,531 1,900 1,890 1,921

総事業費（①＋②） 183,624 509,498 510,095 11,370

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金積立金
利子

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

４

健全な財政運営

目
　
　

年

　
的

 今後増大する公

度

共施設の維持保全費用

評

に必要

主
た
る
内
容

 公

価

共施設維持保全基金に

）

、運用収入等を積み
な

刈

財源を確保するため基

谷

金を積み立てる。 立て

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市公共施設等総合

務

管理計画

根拠法令 刈谷

事

市公共施設維持保全基

業

金条例

対象者 対象者を

評

限定せず 事業期間 平成

価

２４年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　□委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２年度実績

当

３年度実績 ４年度実績

部

５年度計画

積立額 積立

企

額 積立額 積立額
　　　

画

　　182,093,

財

267円 　　　　　5

政

07,598,004

部

円 　　　　　508,

一

204,913円 　　

般

　　　　9,449,

会

000円
取崩額 取崩額

計

取崩額 取崩額
　　　　

公

　452,000,0

共

00円 　　　　　36

施

9,000,000円

設

　　　　　672,0

維

00,000円 　　　

持

　　567,000,

保

000円
年度末現在高

全

年度末現在高 年度末現

基

在高 年度末現在高
　　

金

　　6,075,78

積

9,215円 　　　　

立

6,214,387,

事

219円 　　　　6,

業

050,592,13

担

2円 　　　　5,49

当

3,041,132円

課

(当初予算時点)

 将

施

来の公共施設（建物・

設

橋りょう・公園施設）

保

の修繕、改修及び建替

全

に係る費用の増加に備

課

え、適切に取崩額を抑

款

える

成果
とともに積立

項

てを行った。

 物価高

目

騰対策のほか、新たな

担

財政需要に対応しなが

当

ら、必要な財源確保と

係

して基金を適切に活用

計

する必要がある。

課題

画

指標名称（単位）
実績

推

値 目標値

２年度 ３年度


